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多くの国で自転車走行空間の整備や利用促進プログラム等の政策が進められており，そのひとつに自転車

通勤の促進がある．わが国では自転車通勤制度に関しての具体的な提案はなされておらず，多様な自転車

利用者に対しての効果等の詳細は明らかではない．そこで本研究では，自転車通勤者全般と自転車通勤制

度利用者を対象にアンケート調査を行なった．その結果，自転車通勤制度の導入そのものが自転車利用促

進へ大きく寄与するものではないが，自転車に一定程度興味を持つ人に乗用の機会を与える効果，他の用

途で自転車を利用するようになったり，家族をはじめとした周囲の人間が自転車を利用する契機を与えた

りする効果があることがわかったほか，CO2排出削減量や健康への効果については，自転車通勤へ挑戦し

やすい，代替交通手段の利用も考慮した支援が有効であることがわかった． 
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1.  研究の背景と目的 

 

わが国に限らず，多くの国で環境にやさしい交通手段

として自転車が着目され，自転車走行空間の整備や利用

促進プログラム等の政策が進められている．自転車利用

促進政策の一環として自転車通勤の促進がある．わが国

でも国土交通省が2009年6月に「エコ通勤優良事業所認

証制度」（公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財

団）を施行し，自転車通勤をはじめとするエコ通勤を推

奨し，公共交通，徒歩，自転車利用の促進を図っている

ものの，自転車通勤制度に関しての具体的な提案はなさ 

 

表－1 自転車通勤制度の一例 1)-5)
 

 

れておらず，自転車通勤への取り組みは企業に一任され

ているのが現状である． 

ースの削減，社員の健康促進であり，その手当や条件，

設備等で各事業所が独自のシステムを設けている（表－

1参照）．表-1に挙げたものは，いずれも自転車利用者

が増加した成功事例とされているが，自転車通勤制度が

多様に存在する自転車利用者にどの程度の効果をもたら

しているか，といった詳細は明らかではない．自転車利

用を促し，CO2排出量削減や健康増進を達成するために

は，自転車通勤の実態と現状の自転車通勤制度の利用実

態を明らかにし，効果的な自転車通勤制度を導入するこ

とが求められる． 

 そこで本研究では，自転車通勤者および自転車通勤制

度利用者の通勤の実態をアンケート調査で把握し，CO2

排出量削減および自転車利用への効果を明らかにし，自

転車通勤制度に求められる要素を抽出することを目的と

する．具体的には，自転車通勤の実態（どの程度の距

離・頻度で自転車通勤が行なわれているか，自転車通勤

制度の効果はどの程度か），そのCO2排出量削減効果は

どの程度か，さらには，自転車通勤制度の導入が通勤時

以外の自転車利用にどのような影響を与えているか，等

を調査，分析した． 
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2. 既往研究と本研究の位置付け 

 

 自転車通勤に関連する研究としては，通勤手段として

の自転車の行動特性と，通勤手段を自動車から自転車や

公共交通に転換させる方策，健康面への影響に大別され

る． 

 自転車通勤に関する研究は以前から多数なされており，

たとえば 1976 年に片田らは，その制約として，利用者

の体力的条件，天候，道路の安全性，駐輪施設の 4つを

挙げ 6)，駅への端末交通手段として自転車を利用するサ

イクルアンドライドのような形態は，駐輪施設の不足に

悩む地域では困難であるとの見解を示している 7)．しか

し実際には端末交通手段としての自転車利用は多く，そ

れを対象とした研究も多数みられる．その経路選択に着

目したものとしては，鈴木らが，最短経路以外の道路状

況（信号が少ない等）による駅選択の変化をモデル化し

たり 8)，笹井らが経路選択モデルを構築したり 9)してい

る．また，交通手段選択に着目したものとしては，小方

らが，所要時間と地形的要因から算出されるエネルギー

代謝量を用いてバス・自転車を選よる駅選択の変化をモ

デル化したり 8)，笹井らが経路選択モデルを構築したり
9)している．また，交通手段選択に着目したものとして

は，小方らが，所要時間と地形的要因から算出されるエ

ネルギー代謝量を用いてバス・自転車を選択するモデル

を構築している 10)．その一方で，代表交通手段として通

勤に自転車を用いる場合についても多数の研究がなされ

ており，自動車からの転換要因として「金銭的インセン

ティブ」「シャワー室の設置」が挙げられることをアン

ケート調査により明らかにしたもの 11)，都心部へ勤務す

る通勤者のために自動車で 15 分以内の移動に対応でき

るよう自転車走行空間を整備することで自転車への利用

転換が図れる可能性があることを示したもの 12)等があり，

国内のみならず，北京を対象としたアンケート調査によ

っても，自転車通勤への転換要因に「他手段との所要時

間の差」，「通勤距離」があることが示されている 13)．

その他，職場を対象としたモビリティマネジメントによ

る自転車通勤への転換が図れるとした研究も見られる 14)． 

 さらに，自転車通勤へ転換を図る TDM に関する既往

研究としては，千葉らが，ワシントン州の企業による駐

車料金キャッシュアウトプログラム（SOV の利用者は

駐車料を無料にする代わりに SOV 以外の利用者は月額

40 ドルを受け取れる制度）を取り上げ，自転車あるい

は徒歩による通勤が 1％から 17％に増加したとしている．

国内の自転車通勤制度の事例としては，名古屋市役所で

のアンケート調査により自転車通勤への手当の増額だけ

ではバスからの転換が増加する恐れが懸念されることを

明らかにしたもの 15)や，自動車利用者への手当減額と自

転車通勤手当の増額により自転車利用者の方が高額の手

当とした結果，自転車利用者数が増加したことが報告さ

れている 16)17)． 

 一方，自転車と健康に関しては，自転車通勤が健康に

及ぼす影響を主観的や客観的指標で調査し，自転車通勤

者は自動車通勤者に比べ，消費カロリーが多く，体重や

体脂肪率が低い傾向にあることを示した研究等がある
18)19)． 

このように，自動車から自転車への転換可能性を取り

上げる研究や，自転車通勤のニーズを扱うもの，その健

康への効果を扱う研究はみられるが，自転車通勤制度の

導入によってどの交通手段から利用転換がなされるか，

自転車通勤者全般との制度利用者との差異（距離・頻度

はどの程度か，さらには自転車通勤が更なる自転車利用

をもたらすか），といった詳細な分析はなされていない

のが現状である．また，環境面への効果を概算する研究

はみられるが，企業が CO2 削減を目的として自転車通

勤制度を導入しているにもかかわらず，その効果を明ら

かにし，より効果的な制度を検討する研究もほとんどな

されていない． 

本研究では，自転車通勤の実態を把握するため，自転車

通勤制度を導入した企業での制度利用者と，制度の有無

によらない自転車通勤者全般（日本サイクリング協会

（JCA）会員）を対象にアンケート調査を行ない，自転

車通勤の動機やその利用実態，環境面や健康面等への効

果，さらには自転車利用への波及効果等も考慮すること

で，自転車通勤制度への示唆を得ることを目的としてお

り，このように詳細な自転車通勤実態を分析した研究は

非常に少ない． 

 

3. 自転車通勤制度利用者による自転車通勤の実態 

 

(1)  調査対象の概要 

 本調査では，自転車通勤制度を導入した企業としてあ

るゼネコン（以下，M 社）を対象とした．M 社では，

2009年 4月に環境対応策（社員およびその家族を対象と

したエコポイント制度）を制定し，その一環として，

2010年 2月から自転車通勤制度を導入した．その内容と

しては，会社や自宅の最寄り駅から 2.0km以上自転車を

利用する人を対象とし，駐輪場の代金や保険費用，悪天

候時の交通費などを含め月額 4,000 円を支給，会社が団

体契約する任意保険を適用するものである．その際，死

傷事故を対象とする賠償責任保険へ加入していること，

自転車が会社の規定に定めた整備を受けていること，

「飲酒運転など法律違反を犯さない」「違法駐輪をしな
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職種 事務職 技術職 合計

利用人数 5 16 21

割合 0.76% 0.67% 0.69%  

性別 男性 女性 合計

利用人数 17 4 21

割合 0.64% 1.10% 0.69%  

※図に示すパーセンテージは各年齢層の全職員に対する利用者の割合

で，年齢構成比ではない． 

図－1 M社における自転車通勤利用者の内訳 

 

い」「事故発生時の対応方法を認識しておく」「誓約内

容に違反した場合の懲戒を了承する」旨が明記された誓

約書を提出すること，通勤ルートをあらかじめ登録して

おくこと，が条件とされる．交通安全教室の受講やヘル

メットやライトの装着は条件としていない．また，職場

には屋根付き屋外駐輪場が設置されている． 

 

(2) 調査概要 

2010年 6月 16日に本社（東京都）で自転車通勤制度

利用者を対象としたアンケート調査を行ない，15 名の

回答を得た．  

回答者の交通手段（自動車・バイク・バス・電車・自

転車・徒歩）と駅名（もしくはバス停名）から，路線探

索サイト「グーグルマップ」と「乗換案内」を用いてそ

れぞれの移動距離を算出し，環境省データ 20)より，乗用

車 175g/人・km，バイク 93g/人・km，バス 53g/人・km，

鉄道 19g/人・km，徒歩・自転車 0g/人・kmとし，自転車

通勤によるCO2排出削減量を計算した． 

 

(3) 調査結果 

(a) 自転車通勤制度利用者の構成（職種・性別・年齢） 

M 社における自転車通勤制度の利用者を職種別，性

別，年齢層別に示したものを図－1 に示す．自転車通勤

制度を導入して間もない段階での調査であったため，こ

の制度を利用しているのは対象とした本社の全職員

3040名のうちわずか 0.69%の 21名であった．（2011年 3

月の東日本大震災後には加入者が急増したとのことであ

る．） 

(b) 自転車通勤を始めた動機とそのスタイル 

M社では企業が主にエコを目的として制度化しているの

に対し，利用者にとっての明らかなメリット（つまり時

間短縮や待ち時間の節約，運動不足解消など）が見込ま

れる場合に転換がなされていることがわかった（図－

2）． 

(c) 自転車通勤に転換される交通手段と自転車通勤の頻

度 

アンケート回答者の15名分の限られたデータを用いての

分析ではあるが，M社の回答者の具体的な通勤方法につ

いては，バスから自転車への転換が最も多く，次いで鉄

道，そして乗用車からの転換となっており，従来から言

われる“自転車とバスとの競合”の傾向が表れているば

かりでなく，CO2削減に最も寄与する乗用車からの転換

は行なわれにくいことも明らかになった（図－3）．転

換後は会社まで自転車のみで通勤するケースが大半であ

るが，その片道の距離は，一般的に自転車利用が最も効

率的（所要時間が短い）といわれる5km以下が多い（図

－4）．このことからも，動機と同様，転換前より時間

が短縮できる場合で自転車が選択されていることがわか

る．自転車による移動距離と自転車通勤の頻度の関係を

図－4に示す．M社で自転車通勤制度を利用する人は，

距離が短くても大半の日数を自転車通勤にしており，あ

る程度高頻度で自転車が利用できる人だけが自転車通勤

制度を利用しているものと考えられる．今回通勤ルート

情報を得られた13名の年間CO2排出削減量は平均約

6.88kgであることがわかった（エアコンの暖房設定温度

を約2.2℃下げる効果に相当する）． 

 

4．自転車通勤者による自転車通勤の実態 

 

(1) 調査対象の概要 

 本章では，自転車通勤制度利用者に限らず，自転車通

勤している人に対し，M社と同様のアンケート調査を行

った結果を示し，M社での自転車通勤の実態と比較する．

既に述べたとおり，サンプルとしてはJCA会員の中で自

転車通勤している人を対象とした．日本サイクリング協

会は1964年にサイクリングの健全なる発達とその普及に

努めることを目的として発足し，都道府県サイクリング

協会会員とWeb会員を持つ．本調査では全国のWeb会員

を対象とした． 

 

(2) 調査対象 

 JCA会員に対しては，2010年12月26日～2011年1月7日

にHP上に自転車通勤者を対象としたWebサイトを特設 

 

図－2 自転車通勤を始める動機 
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表－2 自転車通勤時の車種，価格，服装 

M社 JCA

シティサイクル 7 103

電動アシスト自転車 2 10

ロードバイク 2 373

クロスバイク 0 294

マウンテンバイク 2 157

小径車 2 91

その他 0 51    
M社 JCA

背広など仕事着 9 192

専用の私服 5 494

サイクルウェア 1 305  
   

 

 

図－3 転換前の交通手段（左；M社，右；JCA東京） 

 

 

図－4 自転車での通勤距離と通勤率 

 

 

図－5 自転車通勤による年間CO2削減量のヒストグラム 

 

し，協会会員のうち903名から回答を得た．なお，JCA

会員については，組織自体を認識している時点で一般的

自転車での通勤率 [%]
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間
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図－6 JCA会員の自転車での通勤率と年間CO2削減量 

 

な利用者より自転車愛好家に近いとも想像されるが，

JCAが本調査の時点では単独で加入できる自転車総合保

険を持つほぼ唯一の団体であったことから，自転車愛好

家のみからの回答であるとは想定していない． 

 

(3) 調査結果 

(a) 自転車通勤制度利用者の構成（職種・性別・年齢） 

 JCA会員からの回答は，30代，50代がそれぞれ約30%，

最も多いのが40代（約35%）で，健康への関心が高い世

代であることがその要因と考えられる．また，20代の回

答が約7%である一方，60代以上の回答も約7%を占めた． 

(b) 自転車通勤を始めた動機とそのスタイル 

M社の利用者が時間短縮や待ち時間の節約などのメリッ

トを動機に挙げるのに対し，同じ東京都の利用者でも時

間短縮よりも健康増進やトレーニングを動機に挙げる人

が多くみられた．また，M社の回答者は価格帯の低いシ

ティサイクル等の自転車で，仕事着のまま通勤し，JCA

会員の回答者は価格帯の高いロードバイクやクロスバイ

クで，仕事着ではない服装で通勤している傾向が明確に

表れる結果となった．JCA会員の回答が自転車通勤者全

般の意識，M社の回答が自転車通勤制度利用者の意識と

捉えると，自転車に対する意識がある程度高い人が自転

車通勤を選択しており，現状の自転車通勤利用者のニー

ズは自転車愛好家の視点に近いことが窺える結果となっ

た． 

(c) 自転車通勤に転換される交通手段と自転車通勤の頻

度 

 JCA会員の回答者のうち，M社のある東京都での回答

者（JCA東京と表記；214名，有効サンプル155）の通勤

方法をみると，鉄道からの転換が最も多く，次いでバス，

徒歩となり，自動車から転換している者はいなかった

（図－3）．こちらもM社と同様，転換後は自転車のみ

で通勤するケースが大半で，その距離は，平均片道

M社 JCA

2万円未満 5 85

2万円以上4万円未満 4 90

4万円以上6万円未満 2 144

6万円以上8万円未満 2 118

8万円以上10万円未満 1 102

10万円以上 1 420
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10.5kmであり，M社より長い．動機と同様，“自転車に

乗るため”に自転車通勤をしていることが窺える． 

また，自転車による移動距離と自転車通勤の頻度の関係

（図－4）より，移動距離が長いJCA会員の自転車通勤

頻度は決して高いとはいえないことがわかる．ただし，

自転車での通勤距離と自転車通勤頻度には相関があると

はいえず，天候や荷物の量などで通勤手段を変えている

ものと予測される．各交通手段での移動距離を実際に算

出できた572名分のデータを分析に用い，1年間の通勤に

拡大して計算した結果，自転車通勤への転換によって図

－5に示すような年間CO2排出量削減が果たせることが

わかった．これと図－6より，利用頻度が高くなくとも，

ある程度の距離を自転車で通勤するスタイルの方が結果

としてCO2排出量削減が高い可能性があることが示唆さ

れる結果となった． 

 

5．自転車通勤による効果 

 

(1) 概要 

 本章では，前述したM社・JCAへのアンケートのうち，

自転車通勤によりもたらされた効果や課題を整理する． 

 

(2) 自転車通勤における課題 

 (a)  自転車乗用における課題 

M社，JCAともに挙げている課題は，自転車通勤一般

における課題と考えてよく，パンクなど自転車のトラブ

ルと安全面が課題となっていることが多い（図－8）．

特に自転車通勤制度を利用するM社の回答者は，その多

くが安いシティサイクルで通勤していてメンテナンスに

馴染みがないと予想され，知識があまりないことと安全

面で不安が残ることが長距離の自転車通勤を避ける理由

となっているとも考えられる．また，服装に関する課題

として「汗をかいたまま仕事をしなければならない」と

の意見が多く，自転車通勤制度ではこの点への配慮が必

要であるといえる．また，JCA会員の中には「通勤ルー

トを自転車で通ってみたら想像以上に楽だった」といっ

た意見も聞かれ，自転車通勤の実態は想像しづらい可能

性があることがわかる． 

(b)  勤務先（会社）への要望 

先の“課題”として自転車のトラブルと安全面が挙げ

られているにもかかわらず，M社の通勤者の回答からは，

通勤手当に関する要望が多いことがわかった．M社では

雨天など自転車に乗れない状況を考慮した上で通勤手当

月額4,000円を設定しているが，「自転車の購入，維持

費，雨の日の交通費等，費用が意外と掛か」り，実際は

ある程度の自己負担の下で自転車通勤をしていることが

わかった．これに対し，JCA会員では，手当への要望よ

りも施設への要望が比較的多かった．そもそもJCA会員

は自分の意思で自転車通勤をしているケースが多いこと

から（“会社に内緒で自転車通勤している”と思われる

記述もあった），会社への理解を求める声が多くみられ

た．（図－9） 

(c) 自転車通勤時に感じた行政への要望 

M社の回答者，JCA会員ともに，「車道左端への自転

車専用レーンの整備」や「車道左端部路面の平滑度向上

＆段差解消」等，走行空間の整備を求める声が多くみら

れた．また，「自転車保険の必要性を実感した」との意

見があり，その危険事象として多く挙げられていたのが，

他の自転車の逆走と自動車の幅寄せであった（図－10）．

自動車ドライバーの理解を得る難しさは当然解決してい

くべき課題だが，自転車同士の衝突に対する危険性の高

さも明らかとなった．「逆走している人を注意して口論

となり，警察沙汰になった」との回答もあり，ルールの

周知が十分でないまま自転車を利用する人が増えている

ことが表れている．ただし，「（車道を走れないので）

自転車道の設置をやめてほしい」「（横断帯以外が通行

できないので）交差点での自転車横断帯をなくしてほし

い」という，ルールを熟知した意見がある一方，「歩行

者の右側通行の徹底をしてほしい」というようなルール

を知らない意見も見られ，ルールの熟知度に差があるこ

ともわかる．今後より自転車通勤を促進させるには，ル

ールの周知，そのルールがわかりやすいような安全性の

高い走行空間の整備が必要となるといえる． 

(d) まとめ 

M社，JCAの回答者ともに課題として挙げていた「安

全性（自転車自体，道路）」「シャワー室」「通勤手

当」は，自転車通勤を促進させる上で必要な対策と考え

られる．さらに，「毎日自転車で通勤をすると疲れる」

「天候が悪い時，買い物をする時，服装が制限される時

には電車等別の交通手段を使うが，その費用は自己負担

である」といった意見から，自転車通勤を毎日続けるの

は困難との前提に立つべきであることからも，自転車通

勤制度には代替交通手段との併用を考慮し，少しでも自

転車に乗れる機会を提供するものと位置付けることが現

実的であることが示唆される．一方，自転車通勤支援と

して駐輪場施設の充実を図る動きがあるものの，本調査

からは「自転車の盗難を気にしなければならない」との

意見はJCA会員からのみ聞かれ，自転車にある程度投資

する利用者が増加してから，あるいはそれを促進する際

の課題であり，優先的に解決するべき課題とは言い難い

ことも示唆される． 
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(3) 自転車通勤による効果 

(a) 自転車通勤により個人が得た恩恵 

自転車通勤の効果は，一般的に言われるものと同様，

M社，JCAともに，体重の減少や運動能力の向上といっ

た健康増進と，エコ意識の向上の2つが多くみられた

（図－7）．ただし，健康診断の数値にその効果が現れ

たとの回答があったのはJCA会員のみで，「健康への影

響があった」とする人（平均通勤距離片道約11.8km）は

そうでない人（同約7.78km）よりも長距離通勤をしてい

ることから（t=7.26），健康診断の数値にまで現れるに

は相応の距離を自転車通勤するだけの運動量が必要とわ

かる．（通勤以外でも自転車を利用していることも考え

られる．）それに加え，JCA会員の間には「安全に対す

る意識の向上」の回答も多かったが，自転車での移動距

離との関連は見られなかった（t=0.70）． 

数値に現れずとも健康面での効果が得られているとの

自覚があることは，今後，自転車通勤を普及させる上で

提供されるべき情報ではあるが，明確な健康増進効果を

得るには長距離通勤が可能な制度を設計する必要がある

といえる． 

(b) 自転車通勤がもたらした自転車利用促進への効果 

自転車通勤をするようになった効果として，M社では， 

決して多くはないものの，近所の買物，サイクリングと

いった他の目的でも自転車を利用するようになったと回

答しているほか，家族も同様の目的で自転車を利用する

ようになっている（図－11）．近所への買物，という表

記から，乗用車からの転換というより徒歩からの転換が

予想される． JCA会員の方は別の目的で自転車に乗って

いて通勤にも用いるようになったとの回答も多いが，や

はり，休日にロングライドをするようになったり，家族

や知り合いが自転車利用を始めたりした，というケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がみられた（図－11）．なお，JCA会員について，波及

効果の有無による自転車通勤距離の差異（t=0.88），自

転車通勤頻度の差異（t=0.80）はいずれも認められなか

った．これらのことから，本人の自転車利用の動機や利

用距離は違っても，自転車を利用した通勤が，本人や周

囲の人のライフスタイル（自転車利用）にある程度の波

及効果をもつことが現れており，自転車通勤制度にはこ

のような波及効果によるCO2排出量削減も見込めるとい

えることがわかった． 

 

6．自転車通勤制度への示唆 

 

 本調査で得られた自転車通勤の実態より，自転車通勤

制度に求められる要件を考察する． 

M社については限られたサンプル数での分析となったが，

一般ユーザにとって自転車通勤制度の導入そのものが自

転車利用促進へ大きく寄与するものでなくとも，ある程

度自転車に興味があった人が制度の導入をきっかけに自

転車通勤へ転換する効果はあると考えられ，「自転車に

一定程度興味を持つ人」にその機会を与える効果はある

といえる．一方，「自転車通勤者」とされるのは，自転

車への意識が高い属性といえ，現状での自転車通勤者の

ニーズにはそのようなバイアスがかかっていると考える

べきである． 

自転車通勤者の実態を調査した結果，自転車通勤を毎日

続けるのは難しく，自転車の通勤頻度は必ずしも高くな

いことがわかった．これに対し，自転車通勤制度利用者

は自転車での通勤頻度が高いが，制度の利用で通勤手当

が限定され，高頻度での自転車通勤を余儀なくされてい

ると考えられ，その結果，利用距離が短い通勤者しか利

用できていないおそれがある．自転車通勤に転換したこ
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とによる年間CO2排出削減量は，短距離を高頻度で通勤

する人のほうが，低頻度で長距離を通勤する人よりも大

きいとは言えないばかりでなく，健康面への寄与も長距

離通勤者に顕著に見られることもわかり，自転車通勤制

度を適用したら毎日のように自転車で通勤しなければな

らないような状況をつくるより，雨天等に対応できる代

替手段も利用できるような制度とするほうが環境や健康

に有効な可能性があるということができる． 

さらに，自転車通勤の動機やその実態によらず，自転車

で通勤することにより，他の用途で自転車を利用するよ

うになったり，家族をはじめとした周囲の人間が自転車

を利用する契機を与えたりすることがわかり，自転車通

勤制度にはこのような波及効果によるCO2排出量削減や

健康増進も見込まれることがわかった． 

 以上の点より，自転車通勤制度には「決して毎日では

なくても自転車に乗る機会を増やす」役割を持たせるこ

とが，CO2排出量削減や健康面で有効であるということ

ができ，①自転車通勤へ挑戦しやすい，代替交通手段の

利用も考慮した支援，②代替交通手段を乗用車でなく鉄

道やバスとするような要件付け，の2つが整えば，その

制度を積極的に導入し，自転車利用の機会を提供するこ

とでCO2排出量削減に寄与できる可能性が十分にあるこ

とが示唆される．また，動機付けとして，①短時間で目

的地に到達できるような空間整備（速度を出すには車道

通行は前提であり，自転車利用者自身の安心感と乗用車

による幅寄せ等の妨害の抑制のためには，車道左側端に

自転車走行空間（自転車レーン）を整備することが望ま

しい），②自転車利用者に対しメンテナンス方法や通行

ルールを周知する取り組み（安全性にも大きく関わる問

題であるため，自転車通勤制度を導入する際に会社側に

義務付けることもできるが，自転車販売店や行政からも

幅広く情報提供するなど，さまざまな可能性を検討すべ

き）の2点が求められるといえる． 

   

7．結論 

 

本研究では，自転車通勤者を対象にアンケート調査を

行ない，自転車通勤の実態を明らかにし，自転車通勤制

度への示唆を考察した．自転車通勤制度適用者のサンプ

ル数が少ない中での分析となったが，自転車通勤制度の

導入は乗用の機会と自転車の利用機会を増やす契機を与

える効果があるほか，安全性の配慮をしつつ，長距離の

自転車通勤へ挑戦しやすい，代替交通手段の利用も考慮

した制度の導入のほうがCO2排出量削減や健康の観点か

ら有効である可能性が示された． 

 今後の課題としては，他用途への自転車利用の拡大に

ついてより具体的に調査することで，より詳細に自転車

利用の実態を解明することが挙げられる． 
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